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株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
ここに、第95期中間期の会社概況についてご報告申し上げます。

▪第95期中間期の業績について
　当第２四半期連結累計期間（平成30年４月～平成30年
９月）における当社グループを取りまく経営環境は、建設機
械業界において、国内は排ガス規制の駆け込み需要のあっ
た前年同期を下回るも堅調に推移し、海外では中国の需要
を中心に引き続き好調に推移しました。自動車業界におい
ては、国内は軽自動車の販売需要が全体をけん引し、堅調
に推移しました。海外は米国の追加関税政策、米中貿易摩
擦の広がりに対する懸念はあるものの、欧米・東南アジア
を中心に需要が好調に推移しました。
　このような状況下、当第２四半期連結累計期間の売上高
は、主に特殊鋼鋼材事業の国内販売量増加と売価の上昇
が進んだことと、新たにインドネシア鋼材事業合弁会社
PT.JATIM TAMAN STEEL MFG.（JATIM社）とドイツ
ばね製造会社MSSC Ahle GmbH（Ahle社)を連結子会
社化したことにより、前年同期比51億８千７百万円（9.0％）
増収の631億５百万円となりました。営業利益は、ばね事
業において、北米子会社での材料価格の市況変動や関税
引き上げに伴う材料費用の増加による影響等により損失を
計上したことと、特殊鋼鋼材事業における、原燃料・副資
材価格の上昇等によるコストアップや、JATIM社の損失等
の影響により、前年同期比８億８千７百万円（52.3％）減
益の８億８百万円となりました。また、親会社株主に帰属す
る四半期純利益は、２億７千４百万円となりました。
　中間配当につきましては、業績及び財務・財政状況などを総
合的に勘案した結果、１株当たり25円とさせていただきました。 取締役社長

ご 挨 拶

� 平成30年11月

　中間期の減益の主な要因はJATIM社とばね事業の
北米子会社です。
　詳細につきましては、３ページからのセグメント別
状況に記載しておりますが、JATIM社は本年10月に
JIS(日本工業規格)認証を取得しました。同社製品の
確かな品質、信頼性が裏付けられたものであり、こ
れを契機に販売は伸びるものと期待しております。北
米子会社につきましては、材料価格の上昇分は売価
に反映できることとなり、関税問題についても除外申
請が通る見込みであることから、業績は着実に回復し
ていく見通しです。
　このようなことから、下期は上期に比べ利益が大き
く改善するとみており、通期では連結売上高1,340
億円、連結営業利益35億円、親会社株式に帰属す
る当期純利益16億円を予想しております。
　2016中期経営計画達成に向けて、生みの苦しみ
はありますが、確実に成長戦略を進めてまいります。
　株主の皆様におかれましては、引き続きご理解とご
支援を賜りますようお願い申し上げます。
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〉 連結売上高（単位：億円）

1,065

540

1,037

483
631

1,340
（予想）

H27年度 H28年度 H30年度

579

1,187

H29年度

中間 通期

〉 連結営業利益（単位：億円）

8.0

35.0
（予想）

16.9

32.1
42.8

17.0

38.6

14.1

H27年度 H28年度 H30年度H29年度

中間 通期

〉 連結経常利益（単位：億円）
中間 通期

32.8

14.9

32.1

6.6

H27年度 H28年度 H30年度

3.0

24.0
（予想）

H29年度

15.4

28.3

〉 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益（単位：億円）
中間 通期

24.8

5.9 2.7

16.0
（予想）

35.0

13.5

H27年度 H28年度 H30年度

8.1

29.0

H29年度

業績の推移

2



特 殊 鋼 鋼 材 事 業 ば ね 事 業
売上高構成比

▪事業の状況について
　特殊鋼鋼材事業の売上高は、国内の販売数量増加と
売価上昇に加え、JATIM社を子会社化したことにより増
収しました。営業利益は、国内の数量増加及び売価改善
による増益効果はあったものの、原燃料・副資材価格上
昇等のコストアップや、販売拡大の途上にあるJATIM社
の営業損失、また、北海道胆振東部地震の影響もあり減
益となりました。
　下期は、継続して堅調な需要環境が見込まれる中で、
引き続き副資材等のコストアップ分の売価転嫁等を進め、
平成30年度通期では増収、増益を見込んでいます。
　またJATIM社では、本年10月、JIS(日本工業規格)認
証を取得いたしました。今回認証を取得したJISの規格番
号は、東南アジアにおいて初となる認証です。今後はよ
り多くの東南アジアでの現地調達及び国内需要への対応
が可能となり、当社業績への貢献が期待されます。

▪事業の状況について
　ばね事業の売上高は、自動車業界及び建設機械業
界向け需要は堅調に推移し、子会社化したAhle社が
売上げに加わったものの、北米子会社での販売減等に
より、微増にとどまりました。営業利益は、北米子会
社における材料価格の市況変動や、関税引き上げに伴
う材料費用の増加に加え、コスト改善を目的に導入し
た生産設備の立上げトラブル等に起因した費用の増加
などもあり損失となりました。
　下期は、生産性改善の遅れの影響は残るものの、関
税問題は回避され、材料市況の上昇によるコスト増分
の売価反映も進み、北米子会社の業績回復は着実に進
む見通しです。
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素 形 材 事 業 機 器 装 置 事 業
売上高構成比

▪事業の状況について
　素形材事業の売上高は、売価改善の進展及び新
規 拡 販を含む売 上 増により、 増 収しました。 営 業
利益は、 品質改善のためのコスト増要因や磁石の
受注減があったものの売価改善を含む売上増によ
り、増益となりました。
　 下 期 は、 売 価 改 善 の 効 果 に 加 え、 タービ ンホ
イールの新工場へのライン集約によるコストダウン
効果が 現れ、 通期でも増収、 増益を見込んでおり
ます。

▪事業の状況について
　機器装置事業の売上高は、新分野製品の売上げ
が 加わったものの、 鍛 圧 機 械の売 上 減により、 減
収しました。 営業利益は、 新分野製品の売上げに
より、増益となりました。
　下期は、電力機器製品の需要低迷影響は続き、
今後の販売動向次第では一過性在庫調整コストが
発生する可能性もあることから、減益を見込んでい
ます。 尚、取り組みを進めていた新分野の大型案件

（洋上風力発電関連製品）を受注しました。これに
より操業が向上する見通しです。
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　本年10月、当社グループのPT.JATIM TAMAN STEEL MFG.（インドネシア シドアルジョ市）では、JIS（日本
工業規格）認証を取得しました。
　今回認証を取得したJISの規格番号は、東南アジアにおいて初となる認証であり、三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社（以
下MSR）と同様の品質管理を確立していることを、裏付けたものであります。また、インドネシアのメディアでも
取り上げられるなど、現地での期待が高まっています。
　今後、成長が見込まれるASEAN地域の現地調達化ニーズ及び逼迫している国内需要へ対応してまいります。また、
今回のJIS認証取得により国内への供給が可能となり、当社の特殊鋼鋼材事業製造拠点であるMSRと製造サイズ範囲
をすみ分けすることでMSRの生産性を向上させることができ、コスト面においても優位性を持つこととなります。

1．登録認証機関及び認証番号
登録認証機関：日本検査キューエイ株式会社（JICQA）
認 証 番 号：QAID18001

2．取得品種
規格番号 規格名称

JIS G 4051 機械構造用炭素鋼鋼材
JIS G 4052 焼入性を保証した構造用鋼鋼材（H 鋼）
JIS G 4053 機械構造用合金鋼鋼材

※JIS G 4053についてはSACM645を除く

　このたび、自動車の軽量化・燃費向上に貢献する「高強度ばね鋼 ZDS13」を開発し、商品化に成功いたしました。
　今回開発した高強度ばね鋼は高強度と腐食環境特性を両立し、設計応力1300MPa超級への適用が可能となりま
した。ばねの線径を細くし巻数を減らしたことで、軽量化を実現するとともに、高価な合金元素の添加率を抑える
ことで、他社材と比較してもコスト面で優位性があります。
　既にお客様の承認を得るとともに、特許も取得しており、今後はグローバル展開による拡販を進めてまいります。

トピックス
インドネシア子会社におけるJISマーク表示認証取得のお知らせ

高強度ばね鋼を開発し商品化

特許証
従来鋼 今回開発した

高強度ばね鋼

18.6%軽量化を達成

８巻

線径：細化
巻数：減少

7巻

JISマーク表示認証証書
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ばね事業　ASEAN地域へ進出

海外子会社での取り組みと表彰

　本年６月、当社はASEAN地域におけるばね事業強化の一環として、フィリピン（マニラ地区）への進出を決定
いたしました。当社グループが保有するマニラ地区の既存施設を有効活用し、自動車サスペンション用ばねや、
電子・電気機器用線ばねの生産を予定しております。
　当社の自動車サスペンション用ばねの「グローバル供給網の確立」という海外戦略の中で、ASEAN地域強化の
第一弾としての進出であり、顧客の現地調達ニーズに対応してまいります。

マニラ工場（赤太枠内） 自動車サスペンション用ばね

ピックアップトラック用板ばね

　当社グループのMSM (THAILAND) CO., LTD.（タ
イ チョンブリ県）では、昨年度の品質不具合「０

ゼロ

」が
評価され、MITSUBISHI MOTORS(THAILAND)  
CO., LTD.殿より「Excellence in Zero Defect」と
して表彰状を授与されました。

品質不具合「０
ゼロ

」を達成

MSM (THAILAND) CO., LTD.
関係者の皆さん

　当社グループのMSM SPRING INDIA PVT. 
LTD. （インド タミル・ナードゥ州）が日立建機 
株式会社殿のインド拠点 TATA H ITACH I   
CONSTRUCTION MACHINERY COMPANY 
PVT. LTD. 殿から、「Special Recognition for 
Indigenization Support」 の表彰を受けました。
これは、昨年度まで日本から納入していた建設機
械用ばねを、インド現地生産へ切り替えたことに
対しての取り組みを高く評価されたことによるもの
です。

建設機械用ばねの現地生産化を実現

建設機械用ばねインドでの表彰式の様子

表彰状

表彰盾
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トピックス
海外の展示会へ出展

　本年９月、中国の北京で開催された粉末冶金に
関する国際会議「WORLD PM 2018」（２年に一
度開催）に、当社の合金粉末を出展いたしました。
　当日は粉末冶金に関わるメーカー100社以上が
出展したほか、研究発表等も行われ、当社の展示
ブースにも多数の方にお越しいただきました。

　本年９月、ドイツのベルリンで開催された鉄道技術
展 「InnoTrans（イノトランス）2018」に、当社の鉄
道車両用ばね及びトーションバーを出展いたしました。
　同展は、２年に一度開催される世界最大の鉄道技
術全般の見本市です。当社は、株式会社日立ハイ
テクノロジーズ殿との共同ブースにて出展いたし
ました。特に、日本の新幹線は海外でも評価が高く、
その新幹線に採用されている当社製ばねについては、
現地の方から高い注目を集めました。

WORLD PM 2018（中国 北京） InnoTrans 2018（ドイツ ベルリン）

展示会の様子（WORLD PM 2018） 展示会の様子（InnoTrans 2018）
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連結損益計算書の要旨

（単位:百万円）

科　　目 前年度末 当第２四半期末 科　　目 前年度末 当第２四半期末
（平成30年３月31日） （平成30年９月30日） （平成30年３月31日） （平成30年９月30日）

（資産の部）

流動資産

固定資産

　有形固定資産

　無形固定資産

　投資その他の資産

84,959

68,398

37,100

12,910

18,387

 78,476

68,632

36,944

12,733

18,954

（負債の部）

流動負債 40,229 37,831

固定負債 40,923 39,073

負債合計 81,152 76,905

（純資産の部）

純資産合計 72,204 70,204

資産合計 153,357 147,109 負債純資産合計 153,357 147,109

連結貸借対照表の要旨

（単位:百万円）

科　　目
前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)
平成29年４月１日〜
平成29年９月30日

平成30年４月１日〜
平成30年９月30日

売上高 57,918 63,105

営業利益 1,696 808

経常利益 1,545 309

税金等調整前四半期
純利益 1,653 616

四半期純利益
又は四半期純損失 880 △138

親会社株主に帰属する
四半期純利益 811 274

連結キャッシュ・フロー計算書の要旨
（単位:百万円）

科　　目
前第２四半期(累計) 当第２四半期(累計)
平成29年４月１日〜
平成29年９月30日

平成30年４月１日〜
平成30年９月30日

営業活動による
キャッシュ・フロー △1,853 △433

投資活動による
キャッシュ・フロー △2,659 △3,606

財務活動による
キャッシュ・フロー △2,431 △4,365

現金及び現金同等物に
係る換算差額 155 80

現金及び現金同等物の
増減額 △6,788 △8,324

現金及び現金同等物の
期首残高 38,680 28,373

現金及び現金同等物の
四半期末残高 31,891 20,049

連結財務諸表
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当社グループの概況（平成30年10月１日現在）

当社の所有者別株式数（平成30年９月30日現在）

当社の役員（平成30年10月１日現在）

所有者 株数(千株) 構成比(%)
■ 金融機関 4,568 29.6
■ 金融商品取引業者 285 1.8
■ 事業法人・その他法人 3,190 20.7
■ 外国法人等 3,910 25.3
■ 個人・その他 3,484 22.6

H29年度
中間

H28年度
期末

金融機関
金融商品
取引業者
事業法人・
その他法人

外国法人等

個人・
その他

H30年度
中間

H29年度
期末

(注) 構成比は、自己株式271千株を控除して計算しております。

合計
15,709千株

本 社 東京都中央区月島四丁目16番13号
設 立 昭和24年12月
資 本 金 100億3百万円
研 究 所 技術開発センター、技術開発センター室蘭分室
事 業 所 千葉製作所、広田製作所
支 社 中部（名古屋）、西日本（大阪）
営 業 所 福岡、広島

アフターパーツ補給サービスセンター全国16ヵ所
海外事務所 デュッセルドルフ（ドイツ）
子 会 社 国内

  三菱製鋼室蘭特殊鋼株式会社
  三菱長崎機工株式会社
  菱鋼運輸株式会社
海外
  PT. MSM INDONESIA
  PT. JATIM TAMAN STEEL MFG.
  MSSC CANADA INC.
  MSSC US INC.
  MSSC MFG MEXICANA, S.A. DE C.V.
  MSSC Ahle GmbH
  寧波菱鋼弾簧有限公司
  MSM SPRING INDIA PVT. LTD.
  MSM CEBU, INC.
  MSM（THAILAND）CO.,LTD.

＊取 締 役 社 長 佐　藤 基　行
＊常 務 取 締 役 永　田 裕　之
　取 締 役 髙　島 正　之
　取 締 役 菱　川 　　明
　取 締 役 関　根 博　士
　取 締 役 天　野 　　裕
　取 締 役 高　山 　　淳
　取 締 役 飯　塚 康　彦
　取 締 役 山　尾 　　明
　常 勤 監 査 役 坂　本 泰　邦
　常 勤 監 査 役 早　坂 善　広
　監 査 役 関　根 修一郎
　監 査 役 中　川 徹　也

（注）	1. ＊印は代表取締役であります。
	 2. ‌�髙島正之、菱川　明、坂本泰邦、関根修一郎、中川徹也の５氏

は会社法に定める社外役員であり、独立役員として株式会社東
京証券取引所に届け出ております。

会社概要
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株主メモ

（ご注意）
1．�株主様の住所変更、単元未満株式の買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関(証券会社等)で承る

こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人(三菱UFJ信託銀行)ではお取り扱いできませんの
でご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座
管理機関(三菱UFJ信託銀行)にお問合せください。

　  なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
3．�未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

（注）‌�本書の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。 
また、比率は、表示単位未満を四捨五入して表示しております。

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで

定 時 株 主 総 会 6月

同 総 会 権 利 行 使
株 主 確 定 日 3月31日

期 末 配 当 の 基 準 日 3月31日

中 間 配 当 の 基 準 日 9月30日

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
℡0120-232-711（通話料無料）（平日9:00-17:00）
郵送先　〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号
　　　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

公 告 の 方 法 電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL https://www.mitsubishisteel.co.jp/
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。https://www.mitsubishisteel.co.jp/


